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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第67期
第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 131,621 119,793 167,207

経常損失(△) (百万円) △6,159 △1,491 △8,234

四半期(当期)純損失(△) (百万円) △21,707 △9,090 △28,335

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △23,660 △7,340 △28,822

純資産額 (百万円) 114,250 101,747 109,087

総資産額 (百万円) 165,645 161,292 152,660

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △248.22 △103.95 △324.01

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.0 63.1 71.5

　

回次
第67期
第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △184.19 31.34

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

　(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間における世界経済の情勢を概観しますと、米国では個人消費が緩慢な

がら回復の兆しが見られましたが、欧州は債務問題の再燃による緊縮財政の実施により実質ＧＤＰ

のマイナス成長が続き、更に新興国の経済成長の鈍化により、世界経済全体では景気は減速いたしま

した。

日本経済におきましては、世界経済の減速と為替相場の円高定着により輸出は減少し、景気の停滞

が継続いたしましたが、直近では震災の復興需要の本格化や円高の修正等により、景気回復の傾向が

散見されるようになってまいりました。

当電子部品業界におきましては、スマートフォンやタブレット端末等の成長製品や車載関連製品

市場の拡大は継続いたしましたが、薄型ＴＶやパソコン関連市場は低迷し、更にセット製品の売価下

落の影響を受け部品の低価格化が進行いたしました。

当社グループにおきましても、スマートフォンを中心とした情報通信端末や車載関連製品の受注

は増加いたしましたが、アミューズメントや薄型ＴＶ関連製品の受注が減少いたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,197億9千3百万円（前年同期比91.0％）となり

ました。また、損益につきましては、売上高の減少に加え、2012年9月に発生した中国における反日デ

モにより、当社中国製造子会社の一時的な操業停止による生産高の減少等の影響により、営業損失は

18億7千6百万円（前年同期の営業損失は55億9千9百万円）、経常損失は14億9千1百万円（前年同期

の経常損失は61億5千9百万円）となりました。四半期純損失は中国における反日デモによる被害額、

事業構造改革費用等を特別損失に計上したことと繰延税金資産の取崩しを法人税等に計上したこと

などにより90億9千万円（前年同期の四半期純損失は217億7百万円）となりました。

　
当第３四半期連結累計期間における製品集計区分別の実績は、次のとおりであります。

①半導体デバイス

半導体デバイスにつきましては、2次電池関連ICは増加しましたが、その他の製品の受注が減少し、売上

高は201億9千1百万円（前年同期比83.4％）となりました。

　
②光デバイス

光デバイスにつきましては、カメラモジュールの受注が増加したことにより、売上高は114億7千8百万

円（前年同期比128.9％）となりました。
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③機構部品

機構部品につきましては、スマートフォン関連製品の受注は増加しましたが、アミューズメント関連製

品の受注が減少し、売上高は562億3千5百万円（前年同期比88.2％）となりました。

　
④高周波部品

高周波部品につきましては、セット製品の受注減少により、売上高は120億8千万円（前年同期比

62.4％）となりました。

　
⑤電源部品

電源部品につきましては、携帯機器関連製品の受注増加により、売上高は183億3千3百万円（前年同期

比137.1％）となりました。

　
⑥情報通信機器

情報通信機器につきましては、不採算製品の終息を継続的に進めてまいりました結果、売上高は14億7

千3百万円（前年同期比73.5％）となりました。

　
　
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間の総資産は、前連結会計年度に比べて86億3千2百万円増加し、1,612億9千2

百万円となりました。これは主として、現金及び預金が267億5千6百万円減少いたしましたが、たな卸資産

が131億6千7百万円、受取手形及び売掛金が235億8千1百万円、有形固定資産が8億9千2百万円増加したこ

となどによるものです。

　負債合計は、前連結会計年度に比べて159億7千2百万円増加し、595億4千4百万円となりました。これは主

として、支払手形及び買掛金が171億5千3百万円増加したことなどによるものです。

　純資産合計は、前連結会計年度に比べて73億4千万円減少し、1,017億4千7百万円となりました。これは、

四半期純損失の計上により利益剰余金が90億9千万円減少したことなどによるものです。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間における自己資本比率は、前連結会計年度に比べて8.4ポイント

減少し63.1％となりました。

　
(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(4)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、82億1千6百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　
(5)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第３四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通

しについて重要な変更はありません。

　
(6)　経営者の問題認識と今後の方針について

当第３四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 87,498,119 87,498,119

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)
フランクフルト証券
取引所

単元株式数は100株
であります。

(注)

計 87,498,119 87,498,119 ― ―

(注)  完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

― 87,498 ― 39,890 ― 42,250
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式

45,700
― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

87,387,000
873,870 ―

単元未満株式
 普通株式

65,419
― ―

発行済株式総数 87,498,119― ―

総株主の議決権 ― 873,870 ―

（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株(議決権11個)含ま

れております。

 ２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式36株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ミツミ電機株式会社

東京都多摩市鶴牧二丁目
11番地２

45,700 ― 45,700 0.05

計 ― 45,700 ― 45,700 0.05

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 58,178 31,422

受取手形及び売掛金 ※
 40,753

※
 64,334

製品 1,885 2,321

仕掛品 4,546 5,665

原材料及び貯蔵品 14,303 25,915

その他 2,255 2,361

貸倒引当金 △33 △70

流動資産合計 121,889 131,950

固定資産

有形固定資産 24,444 25,336

無形固定資産 913 965

投資その他の資産

その他 5,537 3,278

貸倒引当金 △123 △238

投資その他の資産合計 5,413 3,040

固定資産合計 30,771 29,342

資産合計 152,660 161,292

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 23,532

※
 40,685

短期借入金 5,013 5,281

未払法人税等 183 434

賞与引当金 1,416 569

その他 ※
 11,713

※
 10,031

流動負債合計 41,859 57,002

固定負債

退職給付引当金 707 858

その他 1,005 1,684

固定負債合計 1,712 2,542

負債合計 43,572 59,544

純資産の部

株主資本

資本金 39,890 39,890

資本剰余金 43,252 43,252

利益剰余金 42,077 32,987

自己株式 △91 △91

株主資本合計 125,128 116,038

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6 23

為替換算調整勘定 △16,047 △14,314

その他の包括利益累計額合計 △16,041 △14,290

純資産合計 109,087 101,747

負債純資産合計 152,660 161,292
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 131,621 119,793

売上原価 128,589 113,735

売上総利益 3,031 6,057

販売費及び一般管理費 8,630 7,933

営業損失（△） △5,599 △1,876

営業外収益

受取利息 82 99

為替差益 － 374

受取ロイヤリティー 69 116

その他 178 266

営業外収益合計 330 857

営業外費用

支払利息 27 31

固定資産除却損 200 85

為替差損 458 －

租税公課 － 149

その他 203 205

営業外費用合計 890 472

経常損失（△） △6,159 △1,491

特別利益

固定資産売却益 164 79

投資有価証券売却益 2 －

受取和解金 96 －

特別利益合計 263 79

特別損失

減損損失 12,566 387

特別退職金 87 157

事業構造改革費用 － ※1
 1,364

災害による損失 － ※2
 2,204

特別損失合計 12,653 4,115

税金等調整前四半期純損失（△） △18,549 △5,526

法人税等 3,158 3,563

四半期純損失（△） △21,707 △9,090
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

四半期純損失（△） △21,707 △9,090

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △5 17

為替換算調整勘定 △1,946 1,732

その他の包括利益合計 △1,952 1,750

四半期包括利益 △23,660 △7,340

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △23,660 △7,340

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更による当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失への影響は軽

微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（税金費用の計算）

税金費用につきましては、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

　※　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、四半期連結会計期間

末日満期手形が以下の科目に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 76百万円 10百万円

支払手形 325 279

流動負債のその他 117 69

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　事業構造改革費用　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

事業構造改革費用は、主として半導体製造拠点の再編に係る費用であります。

　
※２  災害による損失

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

災害による損失は中国における反日デモの被災によるものであります。

　その内訳は、固定資産の除却383百万円、たな卸資産の除却1,272百万円、操業停止期間中の固定費及び

復旧に係る臨時費用549百万円であります。

　なお、損害保険の付保による保険金の受取については、現時点において確定していないため、計上して

おりません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

減価償却費 8,958百万円 減価償却費 5,023百万円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,749 20平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。　

　

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成 23年４月１日  至  平成23年12月31日)

当社グループは、電気、通信機器の部品の製造販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報

の記載を省略しております。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24 年４月１日  至  平成24年12月31日)

当社グループは、電気、通信機器の部品の製造販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報

の記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

    １株当たり四半期純損失金額 △248.22円 △103.95円

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純損失金額(△)(百万円) △21,707 △9,090

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純損失金額(△)(百万円) △21,707 △9,090

    普通株式の期中平均株式数(千株) 87,452 87,452

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

四半期報告書

13/15



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月７日

ミツミ電機株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　野    敏　　幸　㊞
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    國　　井    泰　　成　㊞
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    藤　　本    貴　　子　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているミツ
ミ電機株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月 １日から平成24
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ミツミ電機株式会社及び連結子会社の平成24
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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